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地区レベルの参加のまちづくりが上位計画に及ぼす影響の考察
「新宿区都市マスタープラン」策定過程を事例として一
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要約
本稿は、地区レベルでの住民参加の効果を評価するために、地区レベルの計画策定や活
動状況が、都市レベルの計画策定の過程でどのように反映されたかを通して、住民参加の
効果を考察している。
そこで、新宿区を対象として、 1992年以前に策定された任意の市町村マスタープラン「都
市整備方針」で位置づけられたまちづくり推進地区(以下まち地区とする)での住民参加
と、都市計画法の改正にともない新たな策定過程での住民参加が見られる「都市マスター
プラン」の、両参加の実態と、まち地区での計画策定過程等が上位計画である都市マスの
策定にどの様な影響を及ぼしたかについて考察を行う。
新宿区では都市整備方針の推進方策の基本的な考え方のーっとして、独自の住民参加方
式を確立するとし、都市マスの策定に至る聞に、まち地区でのまちづくりの実績を積んで
きた。指定された22地区の進捗状況や住民と行政の関わり方は様々であるが、全区をある
程度網羅するかたちで、地区レベルの行政対応を行ってきたことは高く評価できるであろ
う。一方で、住民組織の運営のあり方や、住民の自主性を尊重するための支援体制の整備
が必要であると考える。また、これまでのまちづくり活動の実績を活かしていくためにも、
条例等の制度的な担保を整えることが望ましいと考える。
都市マス策定での説明会等の直接参加の取り組みは、通達による目的の達成がなされた
点では評価できるが、住民意見の都市マスへの反映という点では大きな成果がなかったと
いえる。一方で、参加の蓄積がある地区レベルの計画や活動内容の多くが反映されており、
都市マスの実効性の上でも、評価できるものとなっている。
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序. 研究背景と目的
1992年の都市計画法の大幅の改正により、従来
は都市計画区域ごとのマスタープランと位置づけ
られてきた「整備・開発・保全の方針(以下、整開
保)Jに加え市町村による「都市計画マスタープラ
ン(以下、市町村マス)Jの策定が盛り込まれ、その
策定に際し「住民参加を」と通達されている。建
設省都市局長通達での参加形式の提示はみられる
ものの、効果的な住民参加の在り方は、各市町村
が模索している状態である。
この研究では、地区レベルのまちづくりへの住
民参加の効果を評価するために、地区レベルの計
画策定や活動状況からのみでなく、都市レベルの
計画策定の過程での地区レベル計画の反映を通し
て、参加の効果を考察することを目的とする。そ
とで、都市計画法改正以前の任意の市町村マスと
いえる「新宿区都市整備方針」において位置づけ
られたまちづくり推進地区(以下、まち地区)で
の住民参加と、「新宿区都市マスタープラン(以下、
都市マス)J策定過程での住民参加が見られる新宿
区を対象として、両参加の実態と、地区レベルの
計画策定過程等が、上位計画である都市マスの策
定にどの様な影響を及ぽしたかについて、整理・
分析し、そこから得た知見を述べる。
既往研究としては、市町村マス等の横断的比
較1)、地区別事例の横断的整理2)、参加手法・合意
形成過程の整理3)等が主な研究の流れとなってお
り、これまでに、地区レベルの住民参加が上位計
画に及ぽす影響や位置づけの整理・研究は見られ
ない(図1)。
図l 研究スタンス
1 .地区レベルのまちづくりの蓄積
1. 1 まちづくり推進地区指定の経緯
地区指定は、従来の区内のまちづくり関連事業
の体系化・総合化も兼ね、「地域別整備方針の推進
に係わる調査J(1989年報告書1、1990年報告書2) 
表1 まちづくり推進地区の概要
番号 地区名 面積(ha) 計画等 住民組織 地域 ーユース 実施事業
1 新宿町周辺 216 1 
2 西新宿3・4 34.6 相除 4ミ 1 
3 西新宿5 15.7 * l 本質{剖-)
4 西新指6・8 回 A 1 市街地再開発・地区計画
5 北新宿1-3 69 2 市街地再開発・木賃(85-)
6 百人町3・4 担 3 傘 z 。 地E計画・都市居住更新
7 百人町1・大久保2 46.5 2 木賞(岨-)
8 大久保・新大久保駅間 2 
9 下蕃合1-4・中落合2 1回 3 。
10 西落合1-4 73 d O 3 。
11 上高合1-3 <7 O O 3 O 木賃 (93-)
12 中井町周辺 3 
13 中落合3・4中井1・2 64 ゐ O 3 。
u 高図馬場駅周辺 21.6 
• 
O 4 O 
15 早掴回大学周辺 4 再開発完了( 歯車}
16 神楽坂 16 O O 5 O 
17 赤繊周辺 16 
• 
。 5 。 本質 (94-)
18 岬町周辺 5 
19 田谷眠周辺 6 
20 若葉・須賀町 15.6 。 。 6 O 木賞・再開発婚巨計画等
21 着鈴町・河園町 27 O o 7 O 
22 新宿5・6 3J O O 7 O 
-推進計膏等 Oまちづくり推進計画 A提言 朱釜本計酋.まちづくり計画 。地区接備計画
事住民組踊 Oまちづくりの会 d再開尭組合 O町会患援会 *学習会
事分類報告曾2より Aまちづ〈り.築地区 8まちづ〈り網査地区
鍛造現毘
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再開尭・不集化匪韮
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筒並み環ljI盤備推進
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により22地区の指定がなされた。
都市マス策定事務局によると、実際には選定経
緯が明確には認識されていない現状であるが、報
告書1で、①既存の動きや区の対応がなされてい
る地区、②都市整備方針等において推進の必要性
の提起された地区、③新宿区のまちづくり課題(住
環境の改善・保全等)を代表できる地区、④ある
程度展開の展望(気運・要望が高い)がもちうる
地区、の4つを選定指針(3段階評定)とし、 7
地域区分のバランスと、概ね20""'50ha程度で地域
特性のまとまりを考慮した上で一次候補26地区を
選定している。報告書2で新たに区内を68地区に
分割し、報告書1の26地区について、まちづくり
の必要性・実績・可能性を各3ランクで点数づけ
を行い合計得点で、事業地区・調査地区・予備地
区に分類し、事業地区・調査地区の22地区をまち
地区として指定した(表1)。しかし、指定に漏れ
た予備地区の今後の指定要件については明記され
ていない。
報告書では運用規則の制定と庁内推進体制の見
直しに言及しており、後に推進地区担当の「まち
づくり推進室」が設置されるが、まち地区の指定
要件等は未だ確立していない。
1. 2 まちづくり推進地区の計画策定プロセス
新宿区は基本的に初動期に、出来るだけ住民に
対しオフーザーパーの立場を取るようにしている
が、結果的に区の誘導でまちづくりの会仰の運
営・進行がなされ、住民の意欲向上の醸成を待つ
傾向にある。これは、早くからとりかかった下落
表2 計画策定プロセスによる分類
分類 Jマタ ン 地区番号
ア 既存事業を優先し、追随するパターン 2.3.4". 
(主に、市街地再開発事業、木質事業等) 5.6.7 
すでに行政の作成した基本計画に買uり事業実施し、権利調整
等に個別対応文は組合対応する
!イ 行政内で概ね整備の方向性が定まり、行政提案するパターン 9.10.11 
(主に地区計画、木質事業等を見据えた地区) 13.14. l住民の合意形成時るため、組織結成 17.20 
(制度等の勉強及び原案作成・承認)
事業実施後には、個別対応又は、組織の自主的運営の支援
ウ |事業化の方向性が定まらないが、整備の必要性が高いので、行 16.21.22 
政支援するパターン
整備の必要性を訴え、組織結成。推進計画、釜本計画等の作
成を当面の目標にし、整備手法を検討する
エ|将来的に整備は必要だが、地区指定後動向いパターン 8.12.15 
18.19 
オ 広域整備事業のため、区対応でないパターン
合中落合地区で、最初から地区整備計画の3案を
詳細に示したことが住民らの反発を買い、住民組
織の発足に失敗した経験がその後の地区対応の手
法を変えさせたと見られる。又、住民の受け身意
識の残る地区は、事業導入をしても進捗状況が鈍
く停滞気味になっている。西落合地区では最初か
ら町会毎の分科会形式を取ったが、新たな住民組
織としてのまち会と既存町会等との関わりを明確
に出来なかったことで1年にして住民活動の停滞
が生じる。分科会形式を取る場合、まず地区全体
のイメージ統ーが具体的にされてから願を追って
設置していった地区の方がその後の活動がスムー
ズになされている。
1. 3 計画策定への住民参加の代表事例
1)若葉・須賀町(パターン・イ)
特に整備の必要性の高い地区で、区誘導により
まち会が発足。地区の点検活動等によって時聞を
かけて、念入りに住民気運の醸成を図り、以後の
地区計画等の導入に向けての合意形成をよりスム
ーズにした点で評価できる。また、全体イメージ
を確認した上で、整備の性格によって開発型・修
復型に地区内を区分して考え、各々拡大会を開催
してより具体的な整備の方向を詰めていき、道路
拡幅整備等も実現可能な誘導値を設定することが
強調されている。既存密集市街地での再開発地区
計画制度の導入は全国でも珍しく、展開が注目さ
れる。今後、住民の自主運営に性格が変化したま
ち会と地区計画協議会との関係をどの様に保っか
が重要になると考えられる。
2 )神楽坂地区(パターン・ウ)
地元でのまちづくり意向が高く、歴史的ストッ
クを生かした細街路整備、狭小敷地問題の解消の
必要性のある地区だが、既存制度の活用での整備
の方向性づけが難しく、当面は全体イメージの共
有を中心に活動が進む。事業導入の目途が立たな
いため予算が薄く、実質住民の自主運営で憲章作
成・イベント開催等を重ね、協定作成に乗り出し
たことで街なみ環境整備事業の導入に進む。当地
区の場合、住民合意を重ねあくまで地区特性を優
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年代
表3 社会的変化・制度的変化
社会的変化 制度的変化
70 I ?一極集中の進行
機能の質的変化と量的変化80 I 経済成長率の上昇
業務機能優先の都市開発
都市景観の変貌 住機能の喪失
90 I地価高騰・バブル経済全盛定住人口の大幅減少
バブル崩壊 地域コミュニテイの変容
地球環境問題への対応
阪神・淡路大震災 (1995)
先した結果としての事業導入を行ったことは評価
できる。都心3区での当事業導入は初めてで、ま
たユニークな壁面制限(2)の協定を締結しており、
用途の混在した既成市街地整備の手法として注目
される。
2.都市マスタープラン策定の周辺状況
2. 1 社会的変化・制度的変遷
1970年代からの新宿区をとりまく社会的状況と
1銭み
11 
• • 検.
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膏 . 
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図2 新宿区都市マス策定プロセス
都市計画法改正 (1968)
住民等参加手続きの保障 06-20条)
修復型の整備事業等の創設
地区計画制度導入(1980)
新宿区都市整備方針 (1988)
用途地域見直し (1989)
都市計画法改正 (1992)
一一都計マス創設・策定過程への住民参加の保障
(18条の2) 
用途地域見直し (1994)
新宿区都市マスタープラン(1996)
制度的変遷は表3の通りである。
2. 2 策定組織及びプロセス
新宿区における都市マスの策定経緯をまとめる
と、図2のようになる。
.市計画法集7条
図3 新宿区都市マス関連計画概要
表4 まちづくり推進地区の位置づけ
新宿区の住民参加方式の確立の必要性を唱え、「まちづくり推進地
区」を位置づけ、「住民と行政が協働して「まちづくり推進計画J
を策定しJ、「先行的な行政投資を行っていく」ことを示した。詳
細は都市獲備方針策定後の「地域別方針推進委員会」及び「地域
別方針の推進に係わる調査」にて決定(議会承認等はなし)、具体
化へ
上記に加え、行政運営の指針及ぴ整備実現の一手段として明示、
「地区住民のまちづくりの機運を背景にしJ r優先的・重点的にま
都 ちづくりを進める地区」として位置づげる。同時に、「進捗状況に
市
よって随時見直しを図」り、「新たな指定の追加や解除を行う Jと
示すが、指定要件及び手続きに関しては明記せず。整備実施に際
でミず しては「都計審に諮問し、個別に地区計画等の都市計画決定を行
う」方向を考えている。都市マス検討委員会では、都市マスと推
ス 進地区の位置付けについて、「都市マスに書かれる地域像が、今後
の都市計画決定の前提になると考えられf特に都市マスによって
決定されるものではないJ としている。
89 
回数 人数
新用途見直し 11 416 
改正用途見直し 11 352 
都市準備方針 7地域x2 約280
都市マスタープラン 7地域x2+2+1 428 
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説明会回数及び参加延べ人数表5関連計画の概要
さらに、新宿区におけるこれまでの計画体系に
おいて、都市整備に関わる諸計画の相互関係から
都市マスを位置づけると、図3のようになる。
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まちづくり推進地区の位置づけ
都市整備方針で設置されたまち地区について、
同方針と都市マスでの位置づけを比較すると表4
のようになる。
4 2 
改正用途地域等見直し| 新制度説明書
94-96 
広報
都市マスター プラン
叫一冊
f 
世論調査
↑ 
世論調査 ! 
{まち地区現況)一一 情報のリンク
都市整備方針
一回
3.都市レベルプランの策定過程への参加
情報の方向 j区から住民
1住民から区
図4 策定段階での情報交流
意見反映・効果が薄いと考えられる。その点では
「住民参加の記録集}叫ま現状打破の一歩だが、情
報の新鮮さの点で課題が残る。また、各都市レベ
ルプランで集約した意見の、相互に連携した活用
都市レベルプランへの参加実態
都市マス策定におげる参加形式は、素案策定ま
では区の世論調査等により住民意向を把握し、そ
の後は説明会を中心とした意向確認にとどまる。
行政と住民の情報交流は、いずれもほぼ一方通行
の状態で、素案策定後の参加は具体的な計画への
1 3 
まちづくり推進地区内の意見表明者数
番号 地区名 説明会 まち会 シンポ ノ、ガキ 延人数 実人数
2 西新宿3・4 1 (0) 耳障 o (0) o (0) 1 (0) 1 (0) 
3 西新宿5 5 (・) * o (事) o (‘) 5 (勺 5 (つ
4 西新宿6・8 2 (0) 事 o (0) 1 (0) 3 (0) 3 (0) 
5 北新宿 1~3 5 (・) * o (事) o (・) 5 (・) 5 (・)
6 百人町3・4 1 (0) * o (0) 1 (0) 2 (0) 2 (0) 
7 百人町・大久保2 2 (・) 寧 o (・) 6 (・) 8 (*) 8 (・)
9 下落合 2~4 ・中落合 2 3 (・) 本 o (つ 4 (・) 7 (つ 7 (・)
10 西落合 1~4 4 (2) * 1 (1) 3(1) 8(4) 8(4) 
11 上落合 1~3 2(1) * o (0) o (0) 2(1) 2 (1) 
13 中落合3・4中井1・2 6 (3) 6 (6) 1 (0) o (0) 13 (9) 11(7) 
14 高田馬場駅周辺 5 (5) 本 。(0) 。(0) 5 (5) 1(1) 
16 神楽坂 o (0) 3 (3) 1 (1) o (0) 4 (4) 4(4) 
17 赤城周辺 o (0) * o (0) o (0) o (0) o (0) 
20 若葉・須賀町 。(0) * 。(0) 。(0) 。(0) 。(0)
21 若松町・河田町 3 (1) * o (0) 3 (0) 6 (1) 6(1) 
22 新宿5・6 1 (0) * o (0) 1 (1) 2 (1) 2 (1) 
)内は まち地区内 40 (12) 9 (9) 3 (2) 19 (2) 71 (25) 65 (19) 
まちづくりの会 他地区内 34 。 2 34 70 60 
会員数 不明 4 。 。 3 7 7 
(つは不明 区外 。 。 。 4 4 4 
事は非開催 合計 78 (12) 9 (9) 5 (2) 60 (2) 152 (25) 136 (19) 
表6
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は特に示されておらず、今後の記録集の取り扱い
も不明確である。
用途地域の見直しでは、意見件数を世帯関与の
割合で見ると特に変化はない (0.27%→0.26%)。
都市整備方針と都市マスでは、各地域の説明会に
加えシンポジウムやまち会での説明会など参加の
機会が増えたこともあり、世帯関与の割合は0.18
%→0.31%となり、用途見直しの場合を上回って
いるものの、積極的な行動を伴う説明会への関与
割合は低迷している。今後の参加の在り方は限ら
れた予算・時間の中で、いかに効率よく住民と行
政が情報交流を行い、的確に計画に反映させるか
が重要な課題であろう。
3. 2 都市マスでの住民意見について
まち地区内住民の方が、説明会等に出向きかっ
発言するという積極的行動の割合が多い(表6)。
ニュース発行などで都市マスの広報がされていた
取り扱い分額による項目肢
?
???????
?
????
??
??
3 
取り緩い分銅
1 I食酎量蝿舎で由植樹阻・ 4 置岡
2 .市マスで豊付とめているもの そーの姐
3 章昆・要望
図5 取り扱い分類による意見項目数
ことと、まちづくりの活動による意識が向上して
いることが反映されていると考えられる。一方、
まち会会員の参加は少数にとどまる。これは、日
頃から行政との接触機会が多いこと、ニュース等
を通して地区内の計画が反映されていると承知し
ており、特に問題が生じなかったためとみられる。
図5の取り扱い分類では、検討課題は約2割、
表7 部門別方針の内容の変化
①計画体系上の都市マスの位置づけがされ、「整開保をう砂る」と明確に耳之される
②地域性の重視、地域からの「参加J のまちづくりの重視姿勢を示す
③住7スの住宅重点供給地区をうげる
↓ ④防災計画に、高危険度地域や消防活動困難区域等が加わる
⑤都市構造の捉え方のトーンダウン(都市活動拠点→新都心・生活中心、都市活動軸→広域業務軸・生活軸)
素 ⑥土地利用方針の住宅系市街地像のボリュームダウン(低中層→低層、中高層→低中層等)、用途複合系の区分
案
の詳細化、新しく加わった市街地整備方針の保全型・個別改善型・基盤整備型・複合整備型と区分
⑦都市交通体系整備の方針で、段階的な道路整備を明確にし、幅員整備目標値のダウン、居住環境への配慮等
が加わる
⑧防災計画方針で被害想定の見直しを言及、地域住民の支援協力の不可欠性・有効性を加える
⑨みどり・公園整備の方針やアメニティ形成の方針の詳細度が高くなる
本編4 ①カタカナや専門用語等の見直し、文章の並べ替え
表8 地域別方針の内容の変化
①まちづくりの動向、課題図、将来像が加わり、整備方針図が詳細となる
②新宿駅周辺地域の歩行者系のネットワークの強化
↓ ③大久保・柏木地域では、外国人居住者の地域コミュニティ参入促進や広域避難場所の機能強化
④落合地域の住環境の維持保全・整備を促進、幹線道路や駅周辺の整備が加わる
素 ⑤戸塚地績は商・業・往の共存を推進し、高田馬場駅を生活中心とする方向や福祉の視点が加わる
案
⑥箪笥・榎地域は都市型産業と住機能の共存、木造密集地区の整備改善、神楽坂地区の生活中心としての整備
や街並み保全・トランジツトモール化等が加わる
⑦四谷地域は住宅減少への対応、若葉須賀町地区の地区計画等に則った詳細な整備計画内容が加わる
⑧若松地域は新駅の生活中心の整備や住機能確保を優先とした大規模敷地計画が加わる
①西落合地区の自動車流入制限
本 ②市ヶ谷清掃収集施設候補地と道路楚備の関係
編
③暗渠化された渋谷川の再整備
」 ⑥戸山公園に隣接する道路整備
表9 実現方策の内容の変化
↓ ①都市整備方針では推進方策としたものが都市マスでは実現方策となり、より具体的な内容となる。また、ま
ち地区への対応を通して生じた課題にも言及した。
素 ②総合的なまちづくりの展開を打ち出す。区独自に展開や住民参加の体制の整備への区の見解が示される。ま
案 ち地区の位置づけや体系、進捗状況等の整理が示される。庁内組織の整備や財源・人づくり等の検討を挙げ
ている。
議
①本編には、財政的な裏打ちが必ずしも確定したものではないという点が加えられた。また、地区内主要道路
等の整備を図るために、公共が関与し計画した施設の墜備時等に事前の協議を行う制度の導入の検討を加え
山"。
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うち半数は文言の検討(カタカナ用語、造語など)
で、故に住民意見によって大きな見直しは生じて
いなしユ。事務局対応も「概ね、意見は都市マスに
盛り込まれている内容についての確認と考えた」
としているヘ説明会等ではその場での双方向の
返答が可能なせいか、質問が多い。いずれも、概
要版での表現を受けて意見表明しているため、本
編で受けとめている内容の確認となったと考えら
れる。
4.都市マスタープランの内容の変化
本章では、都市整備方針、都市マス素案、都市
マス本編の3つを比較し、それぞれがどのように
変化したかを部門別方針・地域別方針・実現方策
の3構成別に整理したのが、表7"-'9である。
5.都市レベルプランに及ぼした参加の影響
5. 1 社会的・制度的な影響について
整開保と区独自の方針との整合性・一体性をど
う折り合いをつけ、都市マスと上位計画との調整
をどうしていくかが課題となっている。特に、新
宿駅周辺地区を「新都心」として打ち上げたこと
は東京都との交渉で大きな論議のひとつであっ
た。
ポストバブル期の影響や東京都住宅マスタープ
ランでの方針を受け、経済効率よりも住環境機能
の回復を前面に押し出し、住居系の土地利用の方
針は区分の細分化とともに空間ボリュームの一斉
ダウン(中高層→低中層等)をし、同時に地域地
区見直しで幹線道路沿道部は中高層階住居専用地
区指定がなされた。又、阪神淡路大震災の影響も
あり、都市防災の視点の記述が詳細となっている。
5. 2 地区レベルの住民参加の影響について
全面的に地区レベルの計画及び活動を受けて、
素案段階から計画内容が詳細で密度が高くなって
いる。
若葉・須賀町地区の地区整備計画での沿道の立
体的壁面線指定と合わせて地区内主要道路 8
m、主要区画道路6mを規定している。地区住民
の合意形成の中で、実現可能性の高い計画基準を
優先し、故に、都市交通整備方針での道路幅員は、
都市整備方針で示された基準より下がることとな
った。今後の街路整備の取り組みへの示唆のひと
つといえよう。地区レベルの計画から区の特性を
再確認し、実現性を優先した部門別方針が組み立
てられたことは Iつの参加の効果といえる。
神楽坂地区では、区内でも住民参加が活発な地
区として、神楽坂まちづくり推進計画・憲章等を
全面的に受けた内容となり効果を上げている。細
街路整備についてもまず実現性のある路面整備を
進め、順を追って拡幅整備へ移行する方向を認め
ている。
区が緩和方針を打ち出した下落合中落合地区で
は、住民が低層住宅での整備イメージを打ち出し
たことで都市マス及び用途見直しで現状の規制維
持に揺り戻した。
西落合地区の自動車流入制限の方針は、住民組
織からコミュニティゾーン導入の要望があり、地
区レベルでの参加の影響と見て取れる。
5. 3 都市マスでの住民参加の影響について
わかりにくさを解消するための用語の見直し
で、特にカタカナ用語の日本語への置換が多く見
られる。構成内容の一部組み替えはあるが、基本
的には大きな変化は見られない。
特に追加された①市谷の清掃工場建設の周辺問
題について②渋谷川の整備について③戸山公園周
辺道路整備については、①②が意見を聴く会での
住民意見であり、検討委員が直接意見聴取した影
響と考えられる。しかし、①の住民発言に対し傍
聴席から反論のでる一幕もあり、意見聴取におけ
る公平性の面での留意が必要であることを警鐘す
る事となっている。
6.総括
以上の分析と考察から、地区レベルにおける参
加のまちづくりが、上位計画としての都市レベル
92 総合都市研究第65号 1998
のマスタープランに及ぼした影響について、以下
の3点に総括することができる。
(1) 地区レベルでの住民参加によるまちづくりの
推進は、上位計画としての都市マスの策定に有効
に機能した。それは、また地区レベルのまちづく
りの実現にとっても有効なものであった。
区では都市整備方針の推進方策の基本的な考え
方のーっとして、「新宿区の住民参加方式を確立す
る」ことを掲げ、都市マスの策定に至る聞に、ま
ち地区での参加や事業の実績を積んできた。指定
した22地区の中での進捗状況や住民と行政の関わ
り方は様々であるが、全区をある程度網羅するか
たちで、地区レベルでの行政対応を行ってきたこ
とは高く評価できるであろう。しかし、各地区で
の住民組織の運営のあり方や、住民の自主性をも
っと尊重していくためには、その支援の体制づく
りが必要であると考える。これまでのまちづくり
活動の実績を活かしていくためにも、都市マスタ
ープランでの位置づけを明確にし、条例等の制度
的な担保と、支援機構の構築を行うことが望まし
，， ~o 
(2) 都市マスのような広域対象の上位計画への直
接参加の方策には課題も多い。
都市マス策定での都市レベルの視点での参加の
取り紐みとなったシンポジウム・説明会・意見ノ、
ガキ等は、建設省都市局長通達による参加の目的
の達成がなされた点では評価できるが、住民意見
の都市マスへの反映という点では必ずしも大きな
成果がみられなかったといえる。また、「意見を聴
く会」から反映された意見項目の中には傍聴席か
ら反論の出る一幕もあり、住民間の論議が不十分
な中で、公平d性に則った住民意見の反映の難しさ
を露呈した。一方で、参加の蓄積のある地区レベ
ルの計画や活動内容の多くが都市マスへ汲み上げ
られた結果となったが、それらの都市マスへの反
映の有無の確認作業は地区レベルでの住民参加に
よって十分なされたとは言い難く、今後の都市マ
スの策定システムの一貫として整備される必要が
ある。
以上より、広域的な都市レベルの視点からの住
民参加については、今回の新宿区の策定プロセス
へのまち地区での参加方式以外の参加は必ずしも
十分ではない結果となっている。よって、今後は
身近なまち地区ではなく都市レベルに関する住民
意見をサウンドするための何らかの参加手法を見
出していくとともに、策定プロセスのどの段階か
らまち地区レベルと都市レベルからの参加を導入
し、かつ全体の策定システムをどう構築していく
かが重要である。その点で、各自治体の採った参
加手法や策定システムの比較評価が待たれる。
(3) 地区レベルのプランを都市マスに整合させ、
実効性を高めるには、部門別の連携などまちづく
り行政体制のあり方が重要である。
行政が都市マス素案を策定する過程において、
明らかに地区レベルのプランとの一致又は整合性
が意識されており、それらが又策定への資料の一
翼を担っていることも事実であった。それには、
行政内部での検討委員及び事務局、連絡会議メン
バーの多くが、以前にまち地区の担当の経験を積
んでいたことも影響があると考えられる。住民参
加に依る地区レベルでの計画が都市マスに反映さ
れているということは、事実上それ自体が都市マ
ス策定過程への参加の形式の一つであったと考え
られる。しかし、この新宿区での経緯は、一方で
組織内人事の偶然がもたらした結果であるともい
える。今後は地区レベル担当と都市マス策定事務
局との組織的連携の必要性があることを明らかに
している。
なお、都市マスは、都市計画決定を必要としな
いことから、今後は都市マスの総合計画への反映
や議会議決を経る事で、各地区レベルのまちづく
りの計画の実効性を高めていくことが重要となっ
てくるであろう。
本研究で取り上げたように、住民参加あるいは
住民主体によって推進されていく地区レベルでの
まちづくり活動が上位計画へ及ぽす影響を確認す
ることを通して、地区レベルでの参加のまちづく
りを評価することも可能であろう。即ち、地区レ
ベルでの住民参加の有効性を、上位計画である都
市マスの見直し時に、恒常的に点検・評価し、そ
のレベルアップを図っていくことが重要となろ
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う。今後は、「住民参加の必要性」から「住民参加
の有効性」をより適切に示してゆくことにより、
より効果的な「まちづくりにおける住民参加のあ
り方」を追求していくことが、参加のまちづくり
を活性化させ継続させていく上で重要であると考
える。
2王
(1) まちづくりの会は協議の場と言うより勉強会の
場という性格が強く、具体的な権利調整の場でな
く、あくまで地区の全体的な整備の方向性を位置
づける立場を取っている。
(2) 壁面を道路境界に沿わせ、但し 1m程度を上限
に後退できるとするが、後退した空間部分の整備
をするとし、現状のまちの雰囲気を活かす協定と
している。
(3) 都市マス策定事務局からの回答集、新宿区都市整
備部都市計商課発行・(株)首都圏総合計画研究所
編集協力、 A4版217ページ
(4) 検討委員会委員長・森村道美氏は、「これらの指摘
は、後戻りできないものが多い」、 rr都市マス』と
『基本計画』の違いがよく分からずに発言してい
る方が多いように感じられる」と評している。
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A Study on the lnfluence of District-level Planning on Upper-level Planning and 
Public lnvolvement: The Planning Process of the Shinjuku City Master Plan 
Mariko Nagami* and Itsuki Nakabayashi村
*Comprehensive & Regional Planning， Inc. 
**Center for Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 
Comprehensive Urban Studies， N 0.65， 1998， pp. 85-94 
The goal of this study is to evaluate public involvement in the two processes of district-level 
planning and ward-level planning. 
The subject area selected for this study was Shinjuku-ku (Shinjuku Ward) in Tokyo. Citizens' 
involvement in the foIIowing two plans was examined: a) a Planning Promotion District designated 
in a voluntary plan of the Municipality Master Plan (City Planning Guideline) prepared before 1988 
and; b) a mandatory plan of the City Master Plan that Shinjuku-ku established in accordance with 
the City Planning Law revised in 1992. The influence of district-level planning on the upper-level City 
Master Plan was examined. 
The Shinjuku ward government divided the ward into 22 districts and encouraged citizens to 
discuss local planning issues in each of them. Although the degree of public involvement and the ward 
government-citizen relationship differed from district to district， the effort resulted in the colIection 
of citizens' ideas which were then reflected in the Municipality Master Plan. Issues for the improve-
ment of in this process incIude: a) ways to organize citizens， b) ways to encourage citizens to act on 
their initiatives， and c) establishment of ordinances and other systems to utilize the achievements 
made by local city planning initiatives. 
Citizens became directly involved in the planning process of the City Master Plan through 
explanatory meetings， symposiums and public opinion surveys using postcards. However， the 
opinions expressed were not sufficiently reflected in the City Master Plan. Rather， citizens' opinions 
were ref!ected in an indirect way， via district plans and projects based on these plans which could be 
given credit for increasing the level of effectiveness and practicality of the City Master Plan. 
